
1

令和７年度 特別区民税
都民税 特別徴収のしおり

足立区 区民部 課税課

日頃から特別区民税・都民税の特別徴収事務にご協力いただき、誠にあり

がとうございます。この度、令和７年度の特別区民税・都民税の特別徴収義

務者に指定させていただき、その取り扱いをお願いすることとなりました。

つきましては、このしおりをお読みいただき、今後とも税額の徴収・納入お

よび諸手続きについて、一層ご協力くださいますようお願い申し上げます。

「令和7年度特別徴収に関するお知らせ」を5ページに、「税額通知書発送

後事業者様よりよくある質問」を16ページに記載しておりますので、ご確認

ください。

今回、送付した税額通知書は、今年度最初の通知です。今後、納税義務者個人の
税額変更や納税義務者の異動があった場合には、その都度、変更通知書を送付しま
す。変更通知書（特別徴収義務者用）は、変更があった方のみ個人明細が記載され
ます。個人明細の右側の納付額（６月分～５月分）欄が変更後（最新）の月割額と
なります。

今回の通知後、税額変更等があった場合

詳しくは、5ページをご覧ください。

・同一生計配偶者の定額減税の実施

・特別徴収税額通知書の受取方法の変更

・特別徴収税額通知書（納税義務者用）の電子通知の受給者番号

・退職する従業員の特別徴収月

特別徴収の制度について

特別徴収とは

特別徴収義務者として指定された給与支払者（事業者等）が納
税義務者（従業員等）の特別区民税・都民税を毎月の給与から差
し引き納入していただく制度です。

特別徴収義務者とは

所得税の源泉徴収義務がある給与支払者を特別徴収義務者とし
て指定し特別徴収をしていただくことが、地方税法第321条の４第
１項及び足立区特別区税条例第33条により規定されています。

特別徴収の推進について

全国的に各地方自治体では、安定した財源の確保と納税者の利
便性向上のため特別徴収の推進に取り組んでいます。足立区でも
東京都全62区市町村で連携し特別徴収を厳密に推進しております。
事業者の都合により普通徴収（特別徴収を行わず従業員が自分

で納付）とすることはできませんのでご了承ください。

足立区役所
〒120－8510　足立区中央本町一丁目17番1号

※お電話の際は、おかけ間違いのないようにお願いします。
●給与支払報告書の提出に関すること、税額決定通知・税額変更通

知の内容、給与所得者異動届出書等について
区民部　課税課（中央館１階）

●納入場所・方法について
区民部　納税課　収納管理係　電話　03-3880-5238

●期限までの納入が難しい等の相談について
区民部　納税課　特別整理係　電話　03-3880-5233

電話　03-3880-5418 03-3880-5232
03-3880-5231

令和７年度 特別徴収に関するお知らせ



2

特別徴収事務の取り扱いについて（お願い）

住民税の特別徴収税額は、給与所得者（従業員等）の毎月の給与から各
月分の税額を徴収し、翌月１０日までに全員分をまとめて納入してくださ
い。次に税額の納入方法および諸手続きについてご案内いたします。

■送付書類（次の書類を送付しておりますのでご確認ください）

●　特別区民税・都民税・森林環境税　特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）

■納入方法

●　徴収時期

この通知書に記載されているとおりに、給与所得者（従業員等）の
毎月の給与から税額を徴収してください。各ページ上部に特別徴収義
務者として納入していただく各月の合計額が記載されています。徴収
期間は、６月から翌年５月までの１２カ月間です。

●　特別区民税・都民税特別徴収のしおり（本書）

https://www.city.adachi.tokyo.jp

※既に給与所得者異動届出書（以下「異動届出書」）をご提出いただい
ていても、処理日の関係で本通知に反映できていない場合がありま
す。この場合は後日、変更通知書を送付いたします。

●　納入書（６月分～翌年５月分、白紙１枚)
給与所得者（従業員等）から徴収した税額を、毎月この納入書を使

用して足立区へ納入してください。

※給与支払報告書の提出時、総括表に納入書不要と申し出いただいて
いる場合は送付しておりません。

変更があった場合の納入書の訂正については、３ページをご覧ください。

各種届出書・申請書は足立区ホームページからダウンロードするこ
とも可能です。

メニュー→戸籍・税・保険 税金 給与支払者（特別徴収義務者）の皆様へ→ →

各月の特別徴収税額はその月に支給される給与から差し引きして
ください。（６月分の特別徴収税額は６月中に支給する給与から差
し引きとなります）

●　納入時期
各月の納税額は、翌月の１０日までに納入してください。（納期

限が土曜・日曜・祝日等の場合は翌金融機関営業日）
※納期限が過ぎても納入書はそのまま使用できますが、延滞金が生
じる場合があります。

●　納入場所
・特別区指定金融機関（足立区役所内派出所を含む）
・特別区公金収納取扱店（銀行・信用金庫等）
・東京都・山梨県及び関東６県所在のゆうちょ銀行・各郵便局
・足立区役所納税課、足立区内の各区民事務所

※上記以外の郵便局を利用される場合は、本書15ページの「公金収
納取扱金融機関指定通知書」をコピーの上、郵便局名と日付を記入
して郵便局にご提出ください。

※特別徴収の口座振替は取り扱っておりません。

※特別徴収分は、コンビニエンスストア、ＡＴＭ、クレジットカー
ドでは納入できません。

※銀行委託、または当区指定以外の納入書で納入される場合は、次
の口座に納入してください。

市区町村コード

口 座 番 号

加 入 者 名

指 定 番 号

１３１２１１

００１１０－６－９６００３３

足立区会計管理者

税額通知書をご参照ください。

●　特別区民税・都民税・森林環境税　特別徴収税額通知書（納税義務者用）
給与所得者（従業員等）個人の税額の詳細です。開かずに５月３１日

までにご本人にお渡しください。
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市区町村コード

○年　 ○月分

振 替 口 座 番 号 加 入 者 名

退　職
所得分

給与分

延滞金

合計額

一括徴収
分を含む

指 定 番 号
円

億 千 百 十 万 千 百 十 円

納入金額（１）

納入すべき金額が右の納入
金額（1）の欄の金額と異なると
きは、納入金額（1）の欄を二重
線で抹消し、納入金額（2）の欄
に内訳と合計額をそれぞれ記入
してください。(訂正印不要)

個人特別区民税
個 人 都 民 税
森 林 環 境 税

東京都足立区足立○丁目○番○号

株式会社　　○○○　　様

○年　○月　○日

○○○-○○○○

（2）

領 収 日 付 印

上記のとおり領収しました。 （納入者保管）

（特別徴収分）

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

納
入
金
額

納
期
限
〒

公

2

3

4

15
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■納入書の訂正

●　退職所得に対する特別区民税・都民税の納入
退職金に対する住民税は、現年分離課税です。退職金を支払う

際に計算し、特別徴収をしてください。納入先は、退職手当等の
支払いを受けるべき日（通常は退職した日）の属する年の１月１
日現在に、退職者が住所をおいている区市町村です。納入書裏面
の「納入申告書」に内訳をご記入ください。詳しくは、足立区
ホームページをご覧ください。

●　納入書の訂正・記入方法（記入例を参照）

①の金額を二重線で抹消し、②、④に変更後の金額をご記入くだ
さい。その際、数字の頭に￥記号は記入しないでください。訂正
印は必要ありません。

※追加・訂正する数字は枠内におさめ、黒のボールペンをご使用く
ださい。

給与所得者（従業員等）の退職等により、年度の途中で特別徴収
税額が変更になった場合は、恐れ入りますが、税額決定時に送付し
た納入書を訂正し納入してください。

既に納入した月の税額が減額になった場合は、翌月以降の納入額
にて調整をお願いします。調整が難しい場合には、過納税額を還付
いたしますので、納税課収納管理係（03-3880-5238）までご連絡
ください。

事業者全体の特別徴収税額は、給与所得者（従業員等）の入社、
退職、税額変更等により、年度内に複数回変更となる可能性があり
ます。よって、年度の途中で特別徴収税額が変更となっても、変更
の都度、新しい納入書は送付しておりませんので、納入書の金額を
訂正してご使用いただくようご協力をお願いします。

・金額の記載がある納入書の場合

記入例の①②④をご記入ください。

・白紙の納入書を使用する場合

記入例の①⑤⑥をご記入ください。

※当区では、特別徴収収納事務をＯＣＲ（光学式文字読取装置）に
より処理しております。納入書は、（領収証書・納入書・納入済
通知書）全てを訂正・追記してご使用ください。

●　退職等により月割税額と退職所得にかかる特別徴収税額がある場合
①の金額を二重線で抹消し、②は月割税額金額を、③は退職所得

から算出した税額を、④は②③の合計金額をそれぞれご記入の上、
納入してください。

●　年度の途中で特別徴収義務者の所在地や名称が変更になった場合
訂正せず、そのままご利用いただけますが、所在地・名称変更

届出書をご提出ください。（９ページ参照）

【記入例】

※汚損・破損・紛失等された場合は、再度お送りいたしますのでご連絡ください。
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■退職や休職の届出
給与所得者（従業員等）が退職・休職等により給与の支払を受けな

くなった時は、異動が発生した日の翌月１０日までに、異動届出書を
ご提出ください。（１１ページ参照）
届出により特別徴収から普通徴収に徴収方法を切り替え、ご本人宛

に納税通知書および納付書を送付いたします。
給与所得者（従業員等）が、１月１日から４月３０日までの間に退職

等をした場合は、最後の給与や退職手当から、５月分までの未徴収税額
全てを一括徴収するよう法令で定められています。その場合も、異動届
出書の提出は必要です。
退職者等の異動届出書を提出せずに、該当者の特別徴収を止めてし

まった場合、納入額の不足により事業者宛に督促状が送付されてしま
います。
給与所得者（従業員等）が退職後国外へ転出し、その後ご本人による

納付が困難な場合は、下記の方法で残りの税額を納めていただく必要が
あります。
・退職時、事業所での一括徴収
・納税管理人の選任

■納期の特例の申請
給与の支払いを受ける人（区外在住者を含む）が常時１０人未満で

ある場合には、毎月徴収した税額を年２回の納期で納入することがで
きる「納期の特例」の制度があります。足立区ホームページから申請
書をダウンロードしてご申請ください。

eLTAX とは、給与支払報告書や異動届出書の提出等の地方税におけ
る手続きを、インターネットを利用して電子的に行える地方税ポータ
ルシステムです。
eLTAX を利用して給与支払報告書を提出する場合は、選択により税

額決定（変更）通知書を書面に代えて「電子データ」で受け取ること
ができます。
また、すべての地方自治体に対して電子的に納税を可能とする「地

方税共通納税システム」もご利用いただけますので、納入事務の負担
軽減が期待されます。eLTAXによる納入手続きの際は、納付対象年月
や指定番号をお間違いないようご注意ください。
eLTAX についての詳細は、下記ポータルサイトをご覧ください。ご

不明な点がございましたらヘルプデスクまでお問い合わせください。

※特別区民税・都民税の著しい納入遅延、滞納がある場合には承認で
きない場合もあります。

※納期限が土曜・日曜・祝日等の場合は翌金融機関営業日

■転勤・転職の届出
原則として、関連会社・グループ会社内等の異動で、転勤・転職元の事

業者が異動届出書の内容全てを記載できる場合にのみ、転勤・転職の異
動届出書をご提出ください。（１３ページ参照）関連のない事業者間等
の転職の場合は、旧事業者からは退職の「異動届出書」を、新事業者
からは「特別徴収への切替申請書」をそれぞれご提出ください。

■特別徴収への切替申請
中途の採用などで徴収方法を普通徴収から特別徴収へ変更する場合、

納期限が未到来の税額に限り切替が可能です。（７ページ参照）

【普通徴収納期限】（納期限が土曜・日曜・祝日等の場合は翌金融機関営業日）

■事業者の名称・所在地・電話番号等の変更の届出
社名や所在地等に変更があった場合、所在地・名称変更届出書を速

やかにご提出ください。（９ページ参照）

第１期

６月３０日

第２期

８月３１日

第３期

１０月３１日

第４期

１月３１日

６月分～１１月分

１２月分～翌年５月分 翌年６月１０日

１２月１０日

支払回数 特別徴収月 納期限

第１回目

第２回目

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）のご案内

・ポータルサイト　https://www.eltax.lta.go.jp
・ヘルプデスク　電話番号：0570-081459

上記の電話番号でつながらない場合：03-6745-0720
受付時間：９：00～17：00（土日祝日、年末年始を除く）

eLTAX は地方共同法人である地方税共同機構が運営しています。
特別徴収開始月は、切替申請書を提出した月の翌々月となります。
※16ページ　事業者様よりよくある質問の質問４　をご確認ください。
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同一生計配偶者の定額減税の実施 退職する従業員の特別徴収月

１月１日から４月３０日の間に退職をした場合および６月１日から12月31日の間に
退職し本人より申し出があった場合は、最後の給与や退職手当から、５月分までの
未徴収税額全てを一括徴収するよう法令で定められています。
上記の一括徴収に該当しない場合は、退職日の属する月まで特別徴収し、翌月

については給与の支給があったとしても特別徴収は行わず普通徴収に切り替える
ことになります。

退職時の特別徴収の例特別徴収税額通知書の受取方法の変更

特別徴収税額通知書（納税義務者用）の電子通知の受給者番号

住民税の定額減税は令和６年度で実施されましたので、原則、令和７年度には
ありません。ただし控除対象配偶者以外の同一生計配偶者に係る定額減税につ
いては、令和６年度に適用されておらず、令和７年度で実施されます。令和６年中
の合計所得金額が1,000万円を超えており、合計所得が48万円以下の配偶者
がいる場合に、令和7年度の住民税所得割額から1万円が控除されます。

令和6年度税法改正によりeLTAXで給与支払報告書を提出する際に、特別徴
収税額通知の受取方法について、特別徴収義務者用と納税義務者用それぞれを、
電子通知と書面通知のいずれかを選択していただくことになりました（どちらか一
方のみで両方受け取ることはできません）。
令和6年度は、誤って電子通知を希望されている事業者様が多数あることが事

前に判明していたため、足立区では電子通知を希望されている事業者様におい
ても、書面通知を電子通知と併せて提供させていただきました。今回より、電子通
知を希望されている事業者様には書面通知を同封しておりません。特別徴収を実
施するうえで書面通知が必要な場合は、課税課にご相談ください。

電子通知の特別徴収税額通知（納税義務者用）は従業員を識別するために
ファイル名の一部に受給者番号が使用されています。給与支払報告書の提出時
に受給者番号の記載がない場合または受給者番号に使用できない文字が含まれ
ていた場合は、「adc」＋整理番号を受給者番号としています（例：整理番号が7の
場合は「adc7」）。整理番号は特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）に記載さ
れておりますので、ご確認のうえ通知ファイルを従業員に配付してください。

給与の支給が毎月25日の場合

〇10月30日に退職し一括徴収の申し出なしの場合
10月25日に10月分の特別徴収を行う。11月～5月の70,000円は普通徴収に
切替。11月に給与の支給があっても原則退職日の翌月以降の特別徴収は行わ
ない。

〇10月30日に退職し一括徴収の申し出あり（10月の給与計算前に退職が決
まっていた場合）
10月25日に10月分10,000円と11月～5月の70,000円の合計80,000円の
特別徴収を行う。

〇10月30日に退職し一括徴収の申し出あり（10月の給与計算後に退職が決
まった場合）
10月25日に10月分の特別徴収を行う。11月に支給される給与または退職手
当等から11月～5月の70,000円の特別徴収を行う。

〇3月31日に退職（本人の申し出にかかわらず一括徴収）
3月25日に3月分10,000円と4月～5月の20,000円の合計30,000円の特別
徴収を行う。

※休職の場合も退職と同様にお取り扱いください。

6月

11,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円

10,000
円月割額

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月
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特別徴収への切替申請書
（宛先）足立区長

収 受 印

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

〒住所（居所）
又は所在地

フリガナ

法人番号

氏名
又は名称

代表者の
職・氏名

年 月 日
提出

旧　　姓 切替開始期

本人了承のうえで、

普通徴収の

【添付書類】

備
考
欄

【提出先】

※

区
市
町
村
記
入
欄

二重納付防止のため、特別徴収へ切り替える対象の
納付書（納期未到来分）を添付してください。

入力 同時出力

期分以降を 月分より特別徴収へ切替

※申請書を提出する月の
翌々月以降をご指定ください。

年 月 日

【注意事項】

大 ・ 昭 ・ 平

＊　１月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

特 別 徴 収 義 務 者

指 　 定 　 番 　 号

担当者
連絡先

部署

氏名

電話

新規の場合、納入書 （　要　・　不要　）

新規

受給者番号

フ リ ガ ナ

生 年 月 日

現在の住所

氏 名給
与
所
得
者

1月1日現在
の　住　所

1 特別徴収開始月は、特別徴収への切替申請書を提出した月の翌々月以降
となります。

（例：６月提出 → ８月特別徴収開始 、７月提出 → ９月特別徴収開始 ）
※税額通知書は、原則、特別徴収開始月の前月下旬（22～24日頃）に発送します。

2 切替対象になった期以降の普通徴収分全額を切り替えます。
普通徴収分の一部を残して特別徴収とすることはできません。

3 65歳以上のかたについては、公的年金収入に係る税額を給与からの特別
徴収にすることはできません。

4 前年中に給与収入のないかたは、原則として特別徴収できません。
5 普通徴収分の納付方法を口座振替で登録しているかたの切替の場合は、

普通徴収分の納期限の20日前までにご提出ください。

普通徴収の納付書

＊ 普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。
(前年度以前のものは、納期未到来の分でも特別徴収への切替ができません。)

No.

No.

No.No.

No.

No.

No.

特別徴収義務者指定番号をお持ちの事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

税通 ・ 納入書 ・ しおり 送付   BT   総 
税額℡
控送付

普徴納付書　回収 ・ 未回収 ( 口座 あり ･ なし )
（ 期 ～ 期 ・ 全期 ・ 随時 ）

領収書コピー添付あり ( 裏面添付 ）
当初通知添付有（ 会社 ・ 個人 ・ 普徴 ）

／
／
／
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特別徴収への切替申請書
（宛先）足立区長

収 受 印

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

〒住所（居所）
又は所在地

フリガナ

法人番号

氏名
又は名称

代表者の
職・氏名

年 月 日
提出

旧　　姓 切替開始期

本人了承のうえで、

普通徴収の

【添付書類】

備
考
欄

【提出先】

※

区
市
町
村
記
入
欄

二重納付防止のため、特別徴収へ切り替える対象の
納付書（納期未到来分）を添付してください。

入力 同時出力

期分以降を 月分より特別徴収へ切替

※申請書を提出する月の
翌々月以降をご指定ください。

年 月 日

【注意事項】

大 ・ 昭 ・ 平

＊　１月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

特 別 徴 収 義 務 者

指 　 定 　 番 　 号

担当者
連絡先

部署

氏名

電話

新規の場合、納入書 （　要　・　不要　）

新規

受給者番号

フ リ ガ ナ

生 年 月 日

現在の住所

氏 名給
与
所
得
者

1月1日現在
の　住　所

1 特別徴収開始月は、特別徴収への切替申請書を提出した月の翌々月以降
となります。

（例：６月提出 → ８月特別徴収開始 、７月提出 → ９月特別徴収開始 ）
※税額通知書は、原則、特別徴収開始月の前月下旬（22～24日頃）に発送します。

2 切替対象になった期以降の普通徴収分全額を切り替えます。
普通徴収分の一部を残して特別徴収とすることはできません。

3 65歳以上のかたについては、公的年金収入に係る税額を給与からの特別
徴収にすることはできません。

4 前年中に給与収入のないかたは、原則として特別徴収できません。
5 普通徴収分の納付方法を口座振替で登録しているかたの切替の場合は、

普通徴収分の納期限の20日前までにご提出ください。

普通徴収の納付書

＊ 普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。
(前年度以前のものは、納期未到来の分でも特別徴収への切替ができません。)

No.

No.

No.No.

No.

No.

No.

特別徴収義務者指定番号をお持ちの事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

税通 ・ 納入書 ・ しおり 送付   BT   総 
税額℡
控送付

普徴納付書　回収 ・ 未回収 ( 口座 あり ･ なし )
（ 期 ～ 期 ・ 全期 ・ 随時 ）

領収書コピー添付あり ( 裏面添付 ）
当初通知添付有（ 会社 ・ 個人 ・ 普徴 ）

／
／
／

ＸＸ

120-8510

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

アダチクヤクショ

給与係

経理　太郎

東京都足立区中央本町１‒１７‒１

東京都足立区中央本町Ｘ‒ＸＸ‒Ｘ

A11－11

1 1 10

〒１２０－８５１０

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

株式会社　足立区役所

アダチク　タロウ

足立区　太郎

代表取締役　課税　太郎
109

3 11

切り替える普通徴収分
については、納期限が
過ぎていないことと、
納付がお済みではない
ことをご確認ください。

事業者で管理している番
号を特別徴収税額通知
書に記載を希望する場
合は、その番号を記入し
てください。

（使用できる文字は、半角
英数字・一部の記号で
す。）
特別徴収税額通知書（納
税義務者用）を電子デー
タでの受け取りを選択し
ている場合は、必ずご記
入ください。
書面での受け取りを選択
している場合は空欄でか
まいません。

特別徴収切替希望の従
業員の氏名・生年月日・
住所を記入してください。 
該当年度１月１日時点の
住所と現住所が異なる
場合はそれぞれご記入く
ださい。 
カナ氏名・生年月日で個
人特定を行いますので
正確に記入してください。

提出日を記入してくだ
さい。

※納期限が土曜、日曜、
祝日等の場合は翌金融
機関営業日

【普通徴収納期限】 
第１期：６月３０日 
第２期：８月３１日 
第３期：１０月３１日 
第４期：１月３１日

【注意事項】１をご確認
のうえ、特別徴収開始が
可能な月を記入してくだ
さい。（１６ページ-質問４
参照）

過去に足立区で特別徴収の実績がある場合
は、指定番号を記入してください。 
指定番号をお持ちでない事業者は新規を○
で囲むとともに、特別徴収税額を納入する
際に納入書を使用する場合は要、使用しな
い場合は不要を○で囲んでください。

提出日時点の所在地・名称・代表者・法人番号を記入してください。 
個人事業主の場合は、所在地・名称（個人名と必要に応じて屋号）を記入してください。
届出内容についてのお問い合わせをさせていただく場合がありますので、担当者・連絡先を必ず記入してください。
すでに特別徴収の指定を受けている場合で所在地・名称に変更があるときは「特別徴収義務者の所在地・名称変更届
出書」を併せてご送付ください。

特別徴収への切替申請書 記載例
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特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
（宛先）足立区長

収 受 印

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

〒

〒 〒

住所（居所）
又は所在地

法人番号

変更前（旧） 変更後（新）※変更項目のみ記入してください。 ※変更項目のみ記入してください。

氏名
又は名称

年

１. 事務所等移転【※Ⅰ】 ４. 廃止
６. 合併による変更【下欄を記入】 ７. 分割による変更【下欄を記入】

２. 送付先（登記上の住所とは別に、郵送物の送付先を設定・変更する場合）【※Ⅰ】 ３. 社名（名称）変更

５. 法人格取得・個人事業主変更（事業引継）・個人事業主化【※Ⅱ】

月 日

所　在　地
（送　付　先）

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

代 表 者

法 人 番 号
電 話 番 号

変更年月日
◆ 法人および人格のない社団等の代表者変更のみの場合は、提出不要です。

＜変更理由の　６．合併による変更　または　７．分割による変更　を選択された場合は下欄もご記入ください。＞

1 旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

2 合併・分割先の指定番号を使用する。（※給与所得者異動届出書を併せてご提出ください。）

3 指定番号を新規に取得し一本化する｡（※給与所得者異動届出書を併せてご提出ください。）

指定番号

指定番号

合
併・分
割
後
の
指
定
番
号

廃
止
す
る
事
業
所

※Ⅰ

※Ⅱ

変 更 理 由
（該当番号に○）

名 称

年 月 日
提出

特 別 徴 収 義 務 者
指 　 定 　 番 　 号

※届出時点での所在地・名称を記入してください。

担当者
連絡先

部署

氏名

電話

法人格取得、個人事業主変更（事業引継）、個人事業化の場合は新たに指定番号を付番します。併せて従業員等の給与所得者異動届出書（転勤）をご提出ください。

送付先を一度登録した場合、その後本社住所等の移転の届出があっても送付先の変更はされません。送付先の変更や廃止が必要な場合は送付先の届出が必要になります。
（設定した送付先住所に送付した書類が返戻された場合、区の調査で登録変更させていただくことがございます。）

〒
所 在 地

区
処
理
欄

軽　　有 ・ 無

名 称

法人番号

特 別 徴 収 義 務 者
指 定 番 号

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課
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特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
（宛先）足立区長

収 受 印

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

〒

〒 〒

住所（居所）
又は所在地

法人番号

変更前（旧） 変更後（新）※変更項目のみ記入してください。 ※変更項目のみ記入してください。

氏名
又は名称

年

１. 事務所等移転【※Ⅰ】 ４. 廃止
６. 合併による変更【下欄を記入】 ７. 分割による変更【下欄を記入】

２. 送付先（登記上の住所とは別に、郵送物の送付先を設定・変更する場合）【※Ⅰ】 ３. 社名（名称）変更

５. 法人格取得・個人事業主変更（事業引継）・個人事業主化【※Ⅱ】

月 日

所　在　地
（送　付　先）

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

代 表 者

法 人 番 号
電 話 番 号

変更年月日
◆ 法人および人格のない社団等の代表者変更のみの場合は、提出不要です。

＜変更理由の　６．合併による変更　または　７．分割による変更　を選択された場合は下欄もご記入ください。＞

1 旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

2 合併・分割先の指定番号を使用する。（※給与所得者異動届出書を併せてご提出ください。）

3 指定番号を新規に取得し一本化する｡（※給与所得者異動届出書を併せてご提出ください。）

指定番号

指定番号

合
併・分
割
後
の
指
定
番
号

廃
止
す
る
事
業
所

※Ⅰ

※Ⅱ

変 更 理 由
（該当番号に○）

名 称

年 月 日
提出

特 別 徴 収 義 務 者
指 　 定 　 番 　 号

※届出時点での所在地・名称を記入してください。

担当者
連絡先

部署

氏名

電話

法人格取得、個人事業主変更（事業引継）、個人事業化の場合は新たに指定番号を付番します。併せて従業員等の給与所得者異動届出書（転勤）をご提出ください。

送付先を一度登録した場合、その後本社住所等の移転の届出があっても送付先の変更はされません。送付先の変更や廃止が必要な場合は送付先の届出が必要になります。
（設定した送付先住所に送付した書類が返戻された場合、区の調査で登録変更させていただくことがございます。）

〒
所 在 地

区
処
理
欄

軽　　有 ・ 無

名 称

法人番号

特 別 徴 収 義 務 者
指 定 番 号

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

ＸＸ

120-8510

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4 2 3 4 5 56 7 8 9 1 2 3 4

1 2 3 34 45 6 7 8 9 1 2

給与係

経理　太郎

東京都足立区中央本町１‒１７‒１

120-8510
東京都足立区中央本町１‒１７‒１

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

９７１ＸＸＸＸＸ１

９８３ＸＸＸＸＸ９
９７１ＸＸＸＸＸ１

○△○　株式会社

マルマル　タロウ

○○　太郎

マルサンカクマル

○△○　株式会社

XXX-XXXX
東京都足立区中央本町１‒１７‒１

○△○　株式会社

120-0012
東京都足立区綾瀬○‒△‒□

シカクシカク　ジロウ

□□　次郎

シカクシカク

株式会社　□□

10 15

ＸＸ 10 31

所在地・名称変更届出書 記載例

※個人事業主の場合、法人番号欄は記入不要です。

指定番号を必ず記入してください。

変更後の情報を記入し
てください。 
電話番号は代表電話番
号を記入してください。 
所在地の変更と同時に
送付先（郵便の宛先）
の新規設定や登録され
ている送付先の変更を
する場合は、二枚に分
けてご提出ください。

税額通知書等をご覧い
ただき、現在登録され
ている情報を記入して
ください。
送付先の新規設定の場
合は記入不要です。

変更年月日を記入してくだ
さい。 
未来日でも問題ありません。

提出日を記入してくだ
さい。

廃止する（合併される）
事業者の所在地・名称・
法人番号を記入してくだ
さい。

提出日時点の所在地・名称・代表者・法人番号を記入してください。

〔 ○△○株式会社 と 株式会社□□ が合併し、株式会社□□ の指定番号を使用する場合 〕

該当する番号を○で囲
んでください。
６.または７.を選択し
た場合は下欄を必ず記
入してください。

該当する番号を○で囲んでください。 
１.または２.を選択した場合は指定番号を記入してください。 
２.または３.を選択した場合、届出以前の指定番号は廃止となりますので、給与所得者異動
届出書の提出が必要です。 
事業分割等の関係で引き続き以前の指定番号を使用する場合はその旨を余白に記入するか、
別途メモを添付してください。
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（普　）

（普　）
（普　）
（普　）
（普　）

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書
（宛先）足立区長

※　年度ごとに課税地が異なる場合は、
それぞれの自治体に提出してください。①

③

◎異動があった場合は、速やかに提出してください｡ ＊複数使用の場合はコピーしてください。

収 受 印

年 月 日
1.R6年度 2.R7年度 3.R8年度

提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

住所（居所）
又は所在地

代表者の
職・氏名

法人番号

旧姓  （　　　　　　　　　）

給与所得者

フリガナ

氏名

生年月日

１月１日現在の
住所

②
ー
１

一括徴収しない理由

1

2

3

4

異動が       年12月31日までで、
一括徴収の申出がないため

異動が 年１月１日以降で、
他の事業所で特別徴収継続の希望があるため

給与支払予定額が、未徴収税額以下のため

死亡による退職であるため

転勤（転職）等による特別徴収届出書　　＊誤読を避けるため事業所名には必ずフリガナをつけてください。
新しい勤務先の特別徴収義務者指定番号 

（新規事業所の場合は、新規を○で囲んでください）

新しい勤務先の 
住所（居所）
又は所在地

フリガナ

氏名
又は名称

代表者の職・氏名

法人番号

円②
ー
２

④徴収予定日 一括徴収予定額

相続人の氏名等

死亡の場合で相続人が判明している場合は、④に記入してください。

氏名 続柄

電話

新規 新規の場合は、
いずれかを○で囲んでください

納入書　 要 ・ 不要

新しい勤務先では

月分から

徴収し、納入します。

転勤先受給者番号

※

区
市
町
村
記
入
欄

担
当
部
署

担
当
者

連
絡
先

住所

（ウ）の金額に一致

一括徴収とは

給与の支払を受けなくなった後の月割額（未徴収税額）を一括徴収する場合は、②ー２の欄にも記入してください。 
１月１日から４月30日までの間に退職等をした者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが法令で定められています。

大 ・ 昭 ・ 平 年

氏名
又は名称

事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

特別徴収義務者
指定番号

担当者
連絡先

部署

氏名

〒

電話

特別徴収税額通知書
記載の整理番号

月 日

月分から

月分まで

円

円

月分から

月分まで

円

特別徴収税額

（年税額）

徴収済月

徴収済額

未徴収月
未徴収税額

（ア）－（イ）

（ア） （イ） （ウ）
異動

年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の
徴収方法

退　職

その他
（特別徴収不可）

８その他 を選択した場合は、（普A）～（普E）の
いずれかを選択し、該当の符号を○で囲んでください。

総従業員数（給与所得のある経営者を含む）が2人以下
上記異動事由1～7、および（普B）～（普E）に該当する全ての従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数

他の事業所で特別徴収されている
給与が少なく税額が引けない
給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月ではない）
事業専従者（個人事業主のみ対象）

１

２

３

４

５

６

１ 特別徴収継続
一括徴収２

普通徴収（本人納付）３

７

８

符号

A

B
C
D
E

・　　　・

〒

/ 税額℡

同時出力

併徴
年ト

その他

現
年
度

新
年
度

その他連絡事項

当初通知（個人・会社）添付有

督　添付有
普徴通知添付有

年度給報添付有

特徴納入書添付有（　～　月）

税通・納入書・しおり
送付 BT 総

/

控送付/

No.

No.

No.
No.

同時出力

併徴
年ト

No.
No.

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

③に記入してください

月分で納入

②ー２に記入してください

②ー１に記入してください

( 月 日　納期限分）

1月以降の退職の場合は必須
ただし、死亡退職の場合を除く

退職者等の未徴収税額の全部を最後の給与、退職手当等
から差し引いて、納入する方法

（納入期限 ： ②-２　徴収予定日の翌月１０日）

退　職

転勤・転職

休　職

長期欠勤

死　亡

会社解散

住所誤報
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（普　）

（普　）
（普　）
（普　）
（普　）

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書
（宛先）足立区長

※　年度ごとに課税地が異なる場合は、
それぞれの自治体に提出してください。①

③

◎異動があった場合は、速やかに提出してください｡ ＊複数使用の場合はコピーしてください。

収 受 印

年 月 日
1.R6年度 2.R7年度 3.R8年度

提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

住所（居所）
又は所在地

代表者の
職・氏名

法人番号

旧姓  （　　　　　　　　　）

給与所得者

フリガナ

氏名

生年月日

１月１日現在の
住所

②
ー
１

一括徴収しない理由

1

2

3

4

異動が       年12月31日までで、
一括徴収の申出がないため

異動が 年１月１日以降で、
他の事業所で特別徴収継続の希望があるため

給与支払予定額が、未徴収税額以下のため

死亡による退職であるため

転勤（転職）等による特別徴収届出書　　＊誤読を避けるため事業所名には必ずフリガナをつけてください。
新しい勤務先の特別徴収義務者指定番号 

（新規事業所の場合は、新規を○で囲んでください）

新しい勤務先の 
住所（居所）
又は所在地

フリガナ

氏名
又は名称

代表者の職・氏名

法人番号

円②
ー
２

④徴収予定日 一括徴収予定額

相続人の氏名等

死亡の場合で相続人が判明している場合は、④に記入してください。

氏名 続柄

電話

新規 新規の場合は、
いずれかを○で囲んでください

納入書　 要 ・ 不要

新しい勤務先では

月分から

徴収し、納入します。

転勤先受給者番号

※

区
市
町
村
記
入
欄

担
当
部
署

担
当
者

連
絡
先

住所

（ウ）の金額に一致

一括徴収とは

給与の支払を受けなくなった後の月割額（未徴収税額）を一括徴収する場合は、②ー２の欄にも記入してください。 
１月１日から４月30日までの間に退職等をした者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが法令で定められています。

大 ・ 昭 ・ 平 年

氏名
又は名称

事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

特別徴収義務者
指定番号

担当者
連絡先

部署

氏名

〒

電話

特別徴収税額通知書
記載の整理番号

月 日

月分から

月分まで

円

円

月分から

月分まで

円

特別徴収税額

（年税額）

徴収済月

徴収済額

未徴収月
未徴収税額

（ア）－（イ）

（ア） （イ） （ウ）
異動

年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の
徴収方法

退　職

その他
（特別徴収不可）

８その他 を選択した場合は、（普A）～（普E）の
いずれかを選択し、該当の符号を○で囲んでください。

総従業員数（給与所得のある経営者を含む）が2人以下
上記異動事由1～7、および（普B）～（普E）に該当する全ての従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数

他の事業所で特別徴収されている
給与が少なく税額が引けない
給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月ではない）
事業専従者（個人事業主のみ対象）

１

２

３

４

５

６

１ 特別徴収継続
一括徴収２

普通徴収（本人納付）３

７

８

符号

A

B
C
D
E

・　　　・

〒

/ 税額℡

同時出力

併徴
年ト

その他

現
年
度

新
年
度

その他連絡事項

当初通知（個人・会社）添付有

督　添付有
普徴通知添付有

年度給報添付有

特徴納入書添付有（　～　月）

税通・納入書・しおり
送付 BT 総

/

控送付/

No.

No.

No.
No.

同時出力

併徴
年ト

No.
No.

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

③に記入してください

月分で納入

②ー２に記入してください

②ー１に記入してください

( 月 日　納期限分）

1月以降の退職の場合は必須
ただし、死亡退職の場合を除く

退職者等の未徴収税額の全部を最後の給与、退職手当等
から差し引いて、納入する方法

（納入期限 ： ②-２　徴収予定日の翌月１０日）

退　職

転勤・転職

休　職

長期欠勤

死　亡

会社解散

住所誤報

R7

ＸＸ

Ｙ Ｍ Ｄ

120-8510

1 2

12,000

6

9

4,000 8,000

5

10

3 4 45 6 7 8 9 1 2 3

1

給与係

経理　太郎

東京都足立区中央本町１‒１７‒１

足立区千住三丁目１００番１００号

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

９７１ＸＸＸＸＸ１

株式会社　足立区役所

課税　次郎
カゼイ　ジロウ

代表取締役　課税　太郎
10 5

R7 9 30

異動の事由が「８ その他」
に該当する場合は、（普A）
から（普E）の該当する符
号を○で囲んでください。
理由がない場合は、普通
徴収への切替ができま
せん。

・異動事由が発生した年
度を○で囲んでください。
・提出日を記入してくださ
い。
※ 各年度でご納入いただ
く期間は、その年の６月か
ら翌年５月の１２か月間で
す。

特別徴収税額通知書に
記載された事業者の指
定番号と該当者の整理
番号を記入してください。

届出内容についてお問
い合わせをさせていた
だく場合がありますので、
担当者・連絡先を必ず記
入してください。

異動年月日・異動の事由・
異動後の未徴収税額の
徴収方法について記入し
てください。

（ア）特別徴収税額通知書に記載の年税額を記入してください。
（イ）給与から差し引き済みの月・税額を記入してください。
（ウ）未徴収の税額を記入してください。（ア）－（イ）の額と一致します。
空欄の場合は、処理ができませんので、ご連絡のうえ再提出していただくことがあります。
※ 記載いただいた内容に基づき処理を行います。税額決定後は、原則、異動届出書の内容変更は
できませんので、正確にご記入をお願いします。

※ ①と②－１を記入し、ご提出ください。

本人希望での普通徴収への切替はできません。
異動を伴わない切替の場合には〈 ８ その他　普Ａ～普Ｅ 〉に
該当する場合のみ普通徴収への切替が可能となりますので
ご注意ください。

異動届出書 記載例　（退職・休職・その他の場合）
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（普　）

（普　）
（普　）
（普　）
（普　）

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書
（宛先）足立区長

※　年度ごとに課税地が異なる場合は、
それぞれの自治体に提出してください。①

③

◎異動があった場合は、速やかに提出してください｡ ＊複数使用の場合はコピーしてください。

収 受 印

年 月 日
1.R6年度 2.R7年度 3.R8年度

提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

住所（居所）
又は所在地

代表者の
職・氏名

法人番号

旧姓  （　　　　　　　　　）

給与所得者

フリガナ

氏名

生年月日

１月１日現在の
住所

②
ー
１

一括徴収しない理由

1

2

3

4

異動が       年12月31日までで、
一括徴収の申出がないため

異動が 年１月１日以降で、
他の事業所で特別徴収継続の希望があるため

給与支払予定額が、未徴収税額以下のため

死亡による退職であるため

転勤（転職）等による特別徴収届出書　　＊誤読を避けるため事業所名には必ずフリガナをつけてください。
新しい勤務先の特別徴収義務者指定番号 

（新規事業所の場合は、新規を○で囲んでください）

新しい勤務先の 
住所（居所）
又は所在地

フリガナ

氏名
又は名称

代表者の職・氏名

法人番号

円②
ー
２

④徴収予定日 一括徴収予定額

相続人の氏名等

死亡の場合で相続人が判明している場合は、④に記入してください。

氏名 続柄

電話

新規 新規の場合は、
いずれかを○で囲んでください

納入書　 要 ・ 不要

新しい勤務先では

月分から

徴収し、納入します。

転勤先受給者番号

※

区
市
町
村
記
入
欄

担
当
部
署

担
当
者

連
絡
先

住所

（ウ）の金額に一致

一括徴収とは

給与の支払を受けなくなった後の月割額（未徴収税額）を一括徴収する場合は、②ー２の欄にも記入してください。 
１月１日から４月30日までの間に退職等をした者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが法令で定められています。

大 ・ 昭 ・ 平 年

氏名
又は名称

事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

特別徴収義務者
指定番号

担当者
連絡先

部署

氏名

〒

電話

特別徴収税額通知書
記載の整理番号

月 日

月分から

月分まで

円

円

月分から

月分まで

円

特別徴収税額

（年税額）

徴収済月

徴収済額

未徴収月
未徴収税額

（ア）－（イ）

（ア） （イ） （ウ）
異動

年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の
徴収方法

退　職

その他
（特別徴収不可）

８その他 を選択した場合は、（普A）～（普E）の
いずれかを選択し、該当の符号を○で囲んでください。

総従業員数（給与所得のある経営者を含む）が2人以下
上記異動事由1～7、および（普B）～（普E）に該当する全ての従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数

他の事業所で特別徴収されている
給与が少なく税額が引けない
給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月ではない）
事業専従者（個人事業主のみ対象）

１

２

３

４

５

６

１ 特別徴収継続
一括徴収２

普通徴収（本人納付）３

７

８

符号

A

B
C
D
E

・　　　・

〒

/ 税額℡

同時出力

併徴
年ト

その他

現
年
度

新
年
度

その他連絡事項

当初通知（個人・会社）添付有

督　添付有
普徴通知添付有

年度給報添付有

特徴納入書添付有（　～　月）

税通・納入書・しおり
送付 BT 総

/

控送付/

No.

No.

No.
No.

同時出力

併徴
年ト

No.
No.

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

③に記入してください

月分で納入

②ー２に記入してください

②ー１に記入してください

( 月 日　納期限分）

1月以降の退職の場合は必須
ただし、死亡退職の場合を除く

退職者等の未徴収税額の全部を最後の給与、退職手当等
から差し引いて、納入する方法

（納入期限 ： ②-２　徴収予定日の翌月１０日）

退　職

転勤・転職

休　職

長期欠勤

死　亡

会社解散

住所誤報

Ｙ Ｍ Ｄ

120-8510

1 2

12,000

6

1

8,000 4,000

4,0002月25日

5

2

3 4 45 6 7 8 9 1 2 3

1

2
3 10

給与係

経理　太郎

東京都足立区中央本町１‒１７‒１

足立区千住三丁目１００番１００号

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

９７１ＸＸＸＸＸ１

株式会社　足立区役所

課税　次郎
カゼイ　ジロウ

代表取締役　課税　太郎

R8 1 31

R8 2 5

１月１日以降の異動の場
合は、一括徴収することが
法令で定められています。
一括徴収の場合は、一括
徴収税額と納入する月を
記入してください。
また、②－２欄に徴収予
定日、一括徴収予定額
を記入してください。一
括 徴 収 予 定 額 は ① の

（ウ）の額に一致します。

②－１一括徴収しない理
由欄を記入してください。

一括徴収できない場合は、

・異動事由が発生した年
度を○で囲んでください。
・提出日を記入してくださ
い。
※ 各年度でご納入いただ
く期間は、その年の６月か
ら翌年５月の１２か月間で
す。

１２月３１日以前の異動で
一括徴収の場合は、ご
本人の同意が必要です。
同意を得たうえで、一括
徴収を行ってください。
徴収予定日欄には、一括
徴収予定額を差し引く給
与の支給日を記入してく
ださい。

異動年月日・異動の事由・
異動後の未徴収税額の
徴収方法について記入し
てください。

異動届出書 記載例　（一括徴収の場合）
※ ①と②－２を記入し、ご提出ください。

１ 月～ ４ 月の異動の場合は、一括徴収することが法律で定められています。（死亡退職の場合を除く）
６ 月～１２月の異動の場合は、本人の希望があれば一括徴収をすることができます。（足立区から国外へ転出
される方等）

なお、１月～４月の異動で一括徴収できない場合は、P．１１ 「普通徴収への切替の場合」 の記載例をご覧ください。

（ア）特別徴収税額通知書に記載の年税額を記入してください。
（イ）給与から差し引き済みの月・税額を記入してください。
（ウ）未徴収の税額を記入してください。（ア）－（イ）の額と一致します。
空欄の場合は、処理ができませんので、ご連絡のうえ再提出していただくことがあります。
※ 記載いただいた内容に基づき処理を行います。税額決定後は、原則、異動届出書の内容変更は
できませんので、正確にご記入をお願いします。

特別徴収税額通知書に
記載された事業者の指
定番号と該当者の整理
番号を記入してください。

届出内容についてお問
い合わせをさせていた
だく場合がありますので、
担当者・連絡先を必ず記
入してください。
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（普　）

（普　）
（普　）
（普　）
（普　）

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書
（宛先）足立区長

※　年度ごとに課税地が異なる場合は、
それぞれの自治体に提出してください。①

③

◎異動があった場合は、速やかに提出してください｡ ＊複数使用の場合はコピーしてください。

収 受 印

年 月 日
1.R6年度 2.R7年度 3.R8年度

提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

住所（居所）
又は所在地

代表者の
職・氏名

法人番号

旧姓  （　　　　　　　　　）

給与所得者

フリガナ

氏名

生年月日

１月１日現在の
住所

②
ー
１

一括徴収しない理由

1

2

3

4

異動が       年12月31日までで、
一括徴収の申出がないため

異動が 年１月１日以降で、
他の事業所で特別徴収継続の希望があるため

給与支払予定額が、未徴収税額以下のため

死亡による退職であるため

転勤（転職）等による特別徴収届出書　　＊誤読を避けるため事業所名には必ずフリガナをつけてください。
新しい勤務先の特別徴収義務者指定番号 

（新規事業所の場合は、新規を○で囲んでください）

新しい勤務先の 
住所（居所）
又は所在地

フリガナ

氏名
又は名称

代表者の職・氏名

法人番号

円②
ー
２

④徴収予定日 一括徴収予定額

相続人の氏名等

死亡の場合で相続人が判明している場合は、④に記入してください。

氏名 続柄

電話

新規 新規の場合は、
いずれかを○で囲んでください

納入書　 要 ・ 不要

新しい勤務先では

月分から

徴収し、納入します。

転勤先受給者番号

※

区
市
町
村
記
入
欄

担
当
部
署

担
当
者

連
絡
先

住所

（ウ）の金額に一致

一括徴収とは

給与の支払を受けなくなった後の月割額（未徴収税額）を一括徴収する場合は、②ー２の欄にも記入してください。 
１月１日から４月30日までの間に退職等をした者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが法令で定められています。

大 ・ 昭 ・ 平 年

氏名
又は名称

事業所の名称や所在地・書類送付先が変更となった場合には、
「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

特別徴収義務者
指定番号

担当者
連絡先

部署

氏名

〒

電話

特別徴収税額通知書
記載の整理番号

月 日

月分から

月分まで

円

円

月分から

月分まで

円

特別徴収税額

（年税額）

徴収済月

徴収済額

未徴収月
未徴収税額

（ア）－（イ）

（ア） （イ） （ウ）
異動

年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の
徴収方法

退　職

その他
（特別徴収不可）

８その他 を選択した場合は、（普A）～（普E）の
いずれかを選択し、該当の符号を○で囲んでください。

総従業員数（給与所得のある経営者を含む）が2人以下
上記異動事由1～7、および（普B）～（普E）に該当する全ての従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数

他の事業所で特別徴収されている
給与が少なく税額が引けない
給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月ではない）
事業専従者（個人事業主のみ対象）

１

２

３

４

５

６

１ 特別徴収継続
一括徴収２

普通徴収（本人納付）３

７

８

符号

A

B
C
D
E

・　　　・

〒

/ 税額℡

同時出力

併徴
年ト

その他

現
年
度

新
年
度

その他連絡事項

当初通知（個人・会社）添付有

督　添付有
普徴通知添付有

年度給報添付有

特徴納入書添付有（　～　月）

税通・納入書・しおり
送付 BT 総

/

控送付/

No.

No.

No.
No.

同時出力

併徴
年ト

No.
No.

【提出先】〒120-8510　足立区中央本町一丁目17番1号　 足立区役所課税課

③に記入してください

月分で納入

②ー２に記入してください

②ー１に記入してください

( 月 日　納期限分）

1月以降の退職の場合は必須
ただし、死亡退職の場合を除く

退職者等の未徴収税額の全部を最後の給与、退職手当等
から差し引いて、納入する方法

（納入期限 ： ②-２　徴収予定日の翌月１０日）

退　職

転勤・転職

休　職

長期欠勤

死　亡

会社解散

住所誤報

R8

Ｙ Ｍ Ｄ

120-8510

1 2

12,000

6

12

7,000 5,000

5

1

3 4 45 6 7 8 9 1 2 3

2 3 4 45 56 7 8 9 1 2 3

1

1

給与係

経理　太郎

給与　一郎

経理

東京都足立区中央本町１‒１７‒１

足立区千住三丁目１００番１００号

０３－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

０３－３４５６－ＸＸＸＸ

９７１ＸＸＸＸＸ１

株式会社　足立区役所

有限会社　足立役場

代表取締役　課税　三郎

課税　次郎
カゼイ　ジロウ

アダチヤクバ

代表取締役　課税　太郎
1 5

R7 12 31

120-0012
東京都足立区青井○‒△‒□

A111－1000

・異動事由が発生した年
度を○で囲んでください。
・提出日を記入してくださ
い。
※ 各年度でご納入いただ
く期間は、その年の６月か
ら翌年５月の１２か月間で
す。

転勤先の所在地・名称・
代表者・法人番号（個人
事業主の場合は記入不
要）を記入してください。
過去に足立区で特別徴
収の実績がある場合は指
定番号を記入してくださ
い。

届出内容についてお問い
合わせをさせていただく
場合があります。
担当者・連絡先を必ず記
入してください。

事業者で管理している番号を特別徴収税額通知書に記載を希望する場合は、その番号を記入してください。
（使用できる文字は、半角英数字・一部の記号です。）
特別徴収税額通知書（納税義務者用）を電子データでの受け取りを選択している場合は、必ずご記入ください。
書面での受け取りを選択している場合は空欄でかまいません。

特別徴収税額通知書に
記載された事業者の指
定番号と該当者の整理
番号を記入してください。

届出内容についてお問い
合わせをさせていただく
場合がありますので、担
当者・連絡先を必ず記入
してください。

異動年月日を記入し、異
動の事由（2 転勤・転職）、
異動後の未徴収税額の
徴収方法（１ 特別徴収継
続）を○で囲んでください。

（ア）特別徴収税額通知書に記載の年税額を記入してください。
（イ）給与から差し引き済みの月・税額を記入してください。
（ウ）未徴収の税額を記入してください。（ア）－（イ）の額と一致します。
空欄の場合は、処理ができませんので、ご連絡のうえ再提出していただくことがあります。
※ 記載いただいた内容に基づき処理を行います。税額決定後は、原則、異動届出書の内容変更は
できませんので、正確にご記入をお願いします。

※ 原則として、関連会社・グループ会社内等の異動で、転勤・転職元
の事業者で異動届出書の①・③の内容全てを記載できる場合に
のみ、転勤・転職の異動届出書をご提出ください。
関連のない事業者間等の転職の場合、旧事業者からは、「退職
の異動届出書」を、新事業者からは、「特別徴収への切替申請
書」をそれぞれご提出ください。

異動届出書 記載例　（転勤の場合）

転勤先での徴収開始月
を記入してください。
事業者間で月割の情報
を連絡し引き続き特別
徴収できる場合のみ、
転勤元で最後に徴収し
た月の翌月を記入して
ください。その場合は
税額変更通知書を待た
ずに転勤先で特別徴収
を実施してください。
上記以外の場合は、改
めて月割額を決定し税
額変更通知書でお知ら
せしますので、届出書
の提出日の翌々月以降
を記入してください。
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決定時 令和7年度 特別徴収税額の決定（変更）通知書の見方  （令和7年度 初めの通知書）

令和７年度　給与所得等に係る特別区民税 ・ 都民税 ・ 森林環境税　 特別徴収税額の決定 ・ 変更通知書（特別徴収義務者用） 足立区
１２０－８５１０

東京都足立区中央本町一丁目
１７番１号

様

特別徴収税額 課　税　人　数 非 課 税 人 数
4 1

月 　

割 　

額

人   数 納   付   額 人   数 納   付   額

650474
3
3
3
3
3

3
3
3
3
3
3

44 100

532 750

44 100
44 100
44 100
44 100

10044
44 100
44 100
44 100
44 100
44 100

６月分
７月分
８月分
９月分

１０月分

１１月分

１２月分
１月分
２月分
３月分
４月分

５月分
（備考）

令和  ７年  ５月  １４日
足立区長

指定
番号 912345678 整理

番号 1 市町村
コ ー ド 131211 受給者

番  号

（摘要）特別徴収
税 額 255 100

個　　人　　番　　号住　　　　　　　　　所

足立区千住三丁目１００番１００号

AK01-0002

氏　　　　　　　名

北千住　太郎

１０月分
１１月分

１２月分
１月分

２月分
３月分

４月分
５月分

６月分
７月分
８月分
９月分
変更月

900
20021

21

21
21

200
200

20021
20021

21
21

15
15
15
15

200
200

20021
20021

21
21

15
15
15
15

7
7
7
7

7
7
7
7

200
200

月

指定
番号 912345678 整理

番号 2 市町村
コ ー ド 131211 受給者

番  号

（摘要）特別徴収
税 額 1 850

個　　人　　番　　号住　　　　　　　　　所

足立区竹の塚二丁目４４番４４号

AK01-0003

氏　　　　　　　名

竹の塚　春子

１０月分
１１月分

１２月分
１月分

２月分
３月分

４月分
５月分

６月分
７月分
８月分
９月分
変更月

850
0

1

0
0

0
0
0
0

0
0
0
0

月

指定
番号 912345678 整理

番号 3 市町村
コ ー ド 131211 受給者

番  号

（摘要）特別徴収
税 額 0

個　　人　　番　　号住　　　　　　　　　所

足立区西新井一丁目５５番５５号

AK01-0004 

氏　　　　　　　名

西新井　一郎

１０月分
１１月分

１２月分
１月分

２月分
３月分

４月分
５月分

６月分

７月分
８月分

９月分
変更月

0
0
0
0

0
0
0
0

0
0
0
0

月

指定
番号 912345678 整理

番号 4 市町村
コ ー ド 131211 受給者

番  号

（摘要）特別徴収
税 額 189 800

個　　人　　番　　号住　　　　　　　　　所

足立区東綾瀬二丁目３３番３３号

AK01-0005

氏　　　　　　　名

東綾瀬　夏子

１０月分
１１月分

１２月分
１月分

２月分
３月分

４月分
５月分

６月分
７月分
８月分
９月分
変更月

00016
15
15
15

7
7
7

800
800
800

800
800
800
800

800
800
800
800

月

指定
番号 912345678 整理

番号 5 市町村
コ ー ド 131211 受給者

番  号

（摘要）特別徴収
税 額 86 000

個　　人　　番　　号

個　　人　　番　　号

住　　　　　　　　　所

AK01-0006

氏　　　　　　　名

江北　秋子

１０月分
１１月分

１２月分
１月分

２月分
３月分

４月分
５月分

６月分
７月分
８月分
９月分

１１月分

１２月分
１月分

３月分

４月分
５月分

７月分

８月分
９月分

変更月

9007
100
100
100

100
100
100
100

100
100
100
100

月

指定
番号

整理
番号

市町村
コ ー ド

受給者
番  号

（摘要）特別徴収
税 額

住　　　　　　　　　所 氏　　　　　　　名

１０月分 ２月分６月分

変更月 月

特別徴収
義 務 者

氏  名  ま  た  は  名  称

あだちかぜい　株式会社

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号

あだちかぜい    株式会社

５月中旬の一斉発付日に間に合わなかった場合は、初めて届く
通知書でも「変更」と表記されています。

この表の各月の納付額が特別徴収義務者として、翌月
１０日までに納入していただく金額です。

各納税義務者（従業
員等）の各月の納付
額を同月に支給する
給与から差し引きし
てください。

各納税義務者（従業員等）の各月の納付額を同月に
支給する給与から差し引きしてください。

受給者番号は提出していただいた給与支払報告書等に記載されていた番号をその
まま印字しています。半角英数字と一部の記号以外の使用できない文字が含まれ
る場合は印字されないことがあります。

住所が表示されていないことがありますが、納税義
務者の事情によるもので、間違いではありません。

指定番号は特別徴収義務者に対して一つの番号を付
番しています。お問い合わせの際はこの番号をお知
らせください。

配当割額控除および
株式等譲渡所得割額
控除の充当があるか
たは、充当後の金額
が表記されています。
例は、税額５０００円・
充当額３１５０円の場
合の表記となります。
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切

り

取

り

線

東京都・山梨県及び関東６県以外の郵便局を利用して、特別
区民税・都民税特別徴収税額を納入されるかたへのお願い

足立区の公金収納取扱金融機関である東京都・山梨県及び関東６
県所在の郵便局以外の郵便局で納入される場合は、その郵便局を足
立区の特別徴収収納取扱郵便局に指定する必要があります。本ペー
ジをコピーしてご使用ください。
右の「公金収納取扱金融機関指定通知書」に郵便局名をご記入の上、

最初に納入される際に納入書と併せて郵便局へ提出してください。
２回目の納入からは提出は不要です。下の控えに指定通知書を提出
した郵便局を記入のうえ保管してください。「公金収納取扱金融機関
指定通知書」は足立区ホームページからダウンロードすることも可
能です。（２ページ参照）

公金収納取扱金融機関指定通知書（控え）

郵便局

郵便局長　様

上記の郵便局を足立区の特別区民税・都民税特別徴収
税額の収納取扱郵便局に指定しました。

提出日　令和　　年　　月　　日

公 金 収 納 取 扱 金 融 機 関 指 定 通 知 書

令和　　年　　月　　日
足 立 区 長
（ 公 印 省 略 ）

貴局を地方税法第321条の5第4項の規定に基づいて

足立区の特別区民税・都民税特別徴収税額の収納取扱郵

便局に指定しましたので通知します。

口 座 番 号

加入者の名称

取りまとめ局

00130－9－960506（OCR）

00110－6－960033（私製）

足立区会計管理者

ゆうちょ銀行東京貯金事務センター

（郵便番号330－9794）
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事業者様よりよくある質問

質問１ 退職（または休職）した従業員の通知書が届きました。
どうすればよいですか？

従業員のかたが退職（または休職）している場合は、給与所得者異動届出書の提出をお願
いいたします。異動届出書を受付後、特別徴収から普通徴収へ切り替えます。

質問２ ５月14日付の通知書が届きましたが、５月22日付の通知書も届きました。
どうしてですか？

令和７年５月14日発送の税額決定通知書は、原則、令和７年４月15日までに受付した異
動届出書の内容を反映させております。以後のスケジュールは次のとおりです。

５月14日付の決定通知書を発送した後に、次のような事由があった場合、５月22日付の
変更通知書も発送しております。

質問３ 給与所得者異動届出書（または特別徴収への切替申請書）を提出しましたが、特別
徴収税額通知書が届きません。いつ頃届くのでしょうか？

足立区では、原則、月に一度一斉に税額通知書を発送しております。
ご提出された届出書の処理が、毎月の締切日（毎月10日前後）までに完了した場合、その
月の下旬に通知書を発送します。締切日の翌日以降に処理が完了した場合、翌月下旬に通知
書を発送します。ご了承ください。

５月22日付の変更通知書は、変更となった従業員のかたのみ変更内容を記載しておりま
す。記載がない従業員のかたについては、５月14日付の通知書から内容の変更はございま
せん。

該当の従業員のかたが令和６年度は他の自治体で課税されており、令和７年度は足立区で
課税される（年度ごとに課税される自治体が違う）場合、それぞれの自治体に異動届出書の
提出が必要になります。恐れ入りますが、足立区にも給与所得者異動届出書のご提出をお願
いいたします。

質問４ 今から特別徴収への切替申請書を提出すると、特別徴収は何月から開始することが
できますか？

足立区では、最短で「特別徴収への切替申請書」をご提出いただいた月の翌々月以降から
の特別徴収開始をお願いしております。詳しくは次の表をご確認ください。

税額通知書は、特別徴収開始月の前月下旬に発送します。税額等は、通知書にて確認をお
願いします。

質問５ 給与所得者異動届出書を提出しましたが、徴収済月・徴収済額に誤りがありまし
た。届出内容を訂正したいのですが、どうしたらよいですか？

既に提出していただいた異動届出書の内容に基づき、変更の決定を行っている場合、原則
として徴収済月・徴収済額の変更はできません。事業者と異動対象者間において決定した内
容への調整をお願いいたします。調整が困難な場合はご連絡ください。

質問６ 毎月､特別徴収した税額を納めていますが督促状が届きました。どのような理由が
考えられますか？

退職した従業員のかたの異動届出書の提出もれや、年度の途中で特別徴収税額に変更が
あったにもかかわらず変更前の税額で徴収・納入されている場合、決定している税額と納入
額の差額の督促状が発送されます。異動届出書の提出もれがないか、年度途中で税額変更が
ないか確認をお願いいたします。

質問７ 復職または再雇用をして令和７年度の給与支払報告書を特別徴収で提出しました
が、通知に該当の従業員の名前がありません。どうしてですか？

令和６年12月１日以降に、休職や退職等の異動届を提出いただいているかたは、普通徴
収で決定させていただいております。復職や再雇用により特別徴収をできる場合はご連絡く
ださい。

「特別徴収への切替申請書」提出による特別徴収開始月
特別徴収への切替申請書

提出月 特別徴収開始月

６月
７月
８月
９月
10月
11月
12月
１月
２月
３月

８月～
９月～
10月～
11月～
12月～
１月～
２月～
３月～
４月～
５月～

１期分～
２期分～
２期分～
３期分～
３期分～
４期分～
４期分～
４期分～
随時期分
随時期分

特別徴収へ切替可能な
普通徴収の期割

給与所得者異動届出書をまだ提出していない場合

→

給与所得者異動届出書をすでに足立区に提出している場合

→

給与所得者異動届出書を他の自治体に提出している場合

→

４月16日から４月30日 受付分　→　５月22日発送の通知書に反映
５月１日以降 受付分　→　順次処理

→

→

・「確定申告書の内容の反映」等により、従業員のかたの税額が変更になった場合
・特別徴収対象の従業員のかたに異動（退職・入社等）が生じた場合

→

→

→

→




